
はじめに

殆どの社会主義計画経済は20世紀後半に崩壊したか，或いは，分権化された経済へと大きく変貌した。この事実から，
社会主義計画経済は明らかに分権化市場経済よりかなり生産性が低く，かつ，遥かに低い成長率しか実現し得ないと考え
られるようになった。このように社会主義計画経済の分権化市場経済に対する劣位性が明白となったことから，20世紀前
半において激しい論争を巻き起こした何れの経済の方が優位性を持つかという議論は，今や殆ど姿を消してしまった。し
かし，実は，社会主義計画経済が失敗に終わった理由は理論的には必ずしも十分に明確となっている訳ではない。

両経済を比較した論争には長い歴史がある。最も有名かつ重要な論争は，1920年代から1930年代の戦間期に激しく繰り
広げられた「社会主義計算論争」である。まず Mises （1920） が，社会主義計画経済は本質的に分権化市場経済と同様に
効率的になることは不可能であると主張した。これに対し，Lange （1936, 1937, 1938） 及び Lerner （1944） は，分権化市
場経済を模した形の社会主義計画経済のモデルを示すことで，社会主義計画経済も同様に効率的になり得ると主張した。
ランゲ （Lange） のモデルは，ワルラス（Walras）経済学に厳密の拠ったものであり，それ故，ワルラスの観点から見れ
ば完全に正しいものとなっている。このため，当時の多くの経済学者は，このランゲのモデルがミーゼス （Mises） に対
する最終的な回答である，すなわち，ランゲが論争に勝ったと考えた。

しかし，これに対し Hayek （1937, 1945, 2002） は，経済計算において極めて扱いが難しい点は，広く分散しかつ私的に
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所有されている情報を適切に漏れなく処理することであり，その意味で，ランゲのモデルがこの最も重要な要素を欠いて
いる点でそれは分権化市場経済を十分に模したものとは言えないと反論した。ハイエク（Hayek）は，さらに，分権化市
場経済においては，広く分散しかつ私的に所有されている情報を完全に利用する上で企業家が極めて重要な役割を担って
いるが，社会主義計画経済では企業家に代わってその役割を果たす経済主体は存在せず，よって，こうした情報を完全に
利用するような機序を持ち得ないと主張した。何故なら，そのように経済主体に行動させる誘因，動機付けが存在しない
からである。したがって，中央計画当局は企業家の代わりを務めることは不可能であると主張した。これに対し，ランゲ
は，そのような誘因，動機付けは不必要であると反論した。その理由として，ランゲは，そのように行動する規則（マニ
ュアル）を定めれば済むからだと主張した。そもそもランゲのモデルでは，中央計画当局は必ずしも全てを現場でその都
度自らが決定しなければならない訳ではない。各拠点（工場等）に配置された管理者が，予め決定された単純な規則（マ
ニュアル）に従って，需給に基づいて各拠点（工場等）における限界費用を調節することとされている。

もし分析をワルラスの枠組の中だけで行うことに限定するならば，ミーゼスやハイエクが如何に批判しようと，ランゲ
とラーナー （Lerner） の示した解答は完璧に正解である。そのため，1970年代以前には，多くの主流派経済学者は，社会
主義計算論争においてはミーゼスとハイエクの方が負けたというという認識で共通していた（例えば，Lavoie, 1981）。こ
の点に関し，Stiglitz （1994） は，もし新古典派経済学が正しいならば，ランゲの示した市場を模した社会主義計画経済も
正しいということになると述べている。その上で，1970年代以前においては，ハイエクの主張は些細な問題に焦点を当て
たものに過ぎないものとして扱われてきた。一方，ランゲにとってはワルラスの枠組の中で均衡を実現させることが全て
であり，したがって，もしかすると，彼は，ミーゼスやハイエクから批判されても，そもそも彼らが一体何を問題として
いるのかを理解出来なかったのかもしれない。

しかし，1970年代以降，旧ソ連や他の社会主義経済が深刻な機能不全を示していることが誰の目から見ても明らかに
なってくるにつれ，ハイエクの主張が実は非常に重要な意味を持っていたことに多くの人々が気付くようになった。つま
り，市場の持つ全ての重要な要素をワルラスの枠組の中だけで完全に表現し得る訳ではないという可能性に多くの経済学
者が気付き始めた。もしそうであるならば，仮令ワルラスの枠組の中に限定すればランゲの社会主義計画経済のモデルに
よって社会主義計画経済が分権化市場経済と同様に効率的であり得ることが示されたとしても，そのモデルがワルラスの
枠組では表現出来ていない重要な要素に関しても十分に分権化市場経済を模したものでないならば，それは現実には必ず
しも上手く機能しない可能性が高いということになる。

現在においては，逆にハイエクの方が社会主義計算論争の勝者であると認識されている。しかし，この判定は多分に専
ら歴史的事実のみに基づいてなされているようにも見える。つまり，現実に旧ソ連が崩壊したという事実が全てを物語っ
ているという観点からの判断のように見える。確かに，専らこの歴史的事実に依って，あくまでも社会主義計画経済に反
対し続けたハイエクが賞賛されるようになったということは事実あろう。しかし，逆に言えば，この賞賛がハイエクの主
張の全てが完全に理解され理論的に受け入れられようになったことを意味しているかというと，必ずしもそうとも言えな
いであろう。むしろ，ハイエクの主張はかなり誤解され続けてきたとも言える。誤解される理由としては，（1） その主張
がワルラスの枠組を大きく超えるものであること，（2） 数学を用いない文章による分析であることから多くの読者にとっ
ては曖昧な議論と感じられること，の二点を指摘することが出来る。

本論文の目的は，ハイエクの主張に基づいて全要素生産性のモデルを構築することによって，その誤解されやすい主張
の内容をより簡潔，明確に正確に表現することを目指すものである。モデルを用いることによって，ハイエクの発想を数
量的に追うことが可能となり，曖昧さを大幅に減少させることが出来るようになる。その結果，社会主義計画経済が何故
崩壊したのか，その理由もより明解に理解出来るようになるであろう。

本論文のモデルは，ハイエクの知識（Knowledge）に対する見方に全面的に基づいている。ハイエクは，市場での活動
を通じて発見され暗黙裡の内に分散して所有されている知識こそが分権化市場経済の核心を成す要素であるという点を強
調した。こうした知識が重要である理由は，人間がそもそも不完全な存在であり，この世の全てのことを知るなどという
ことが出来ない存在であるからである。人間は不完全であるが故に，経済活動において不断に数多くの想定外の問題に遭
遇する。しかも，こうした問題が発生したことは，多くの場合局所的にその発生した場所でしか認知され得ない。しか
し，一方で人間は知能を授かっている。この知能を使って，想定外の問題を解決するためのイノヴェーションを生み出す
ことが出来る。ハイエクの知識に関する見方は，こうした広く分散して存在する知識（すなわち，局所的に認知される想
定外の問題やそれに対するイノヴェーション）の持つ様々な側面を全て含んだものとなっている。

本論文のモデルは，特に一般労働者が局所的に生み出すイノヴェーションに着目するものである。イノヴェーションは
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通常研究者等の高等教育を受けた高度な専門知識を持つ人々によってのみ生み出されると想定されており，多くの経済分
析においてもこうした限定が明示的に或いは暗黙裡に仮定されている。しかし，概念上は，イノヴェーションは研究者等
の高度な教育・訓練を受けた人々によってのみしか生み出され得ないということでは必ずしもない。イノヴェーションと
いう概念の核心を成すものは，新しいものを生み出すこと，或いは，新しく生み出されたものという点にある。つまり，
イノヴェーションという概念自体には，一般労働者はそれを生み出し得ないというような考えは一切含まれていない。し
かし，問題は，高度な教育・訓練を受けていない一般労働者も果たして実際にイノヴェーション，つまり何か新しいもの
を生み出すことが可能かという点である。答えを言えば，それは可能である。ただしその多くは些細なものかもしれな
いが，可能であることは確かである。可能である理由は，一般労働者はそもそも人間であり，故に知能を有し，したがっ
て，新しいものを創造する能力を有しているからである。

本論文のモデルによると，経済全体としての生産性は，一般労働者によるイノヴェーション，すなわち，彼らの知能
に大きく依存している。彼らのイノヴェーションが無ければ経済全体としての生産性は大幅に低下してしまう。分権化市
場経済では，一般労働者のイノヴェーションは完全に活用され尽くされることになる。何故なら，それらが経営者にも労
働者にも大きな恩恵をもたらすからである。経営者は，一般労働者のイノヴェーションがもたらす収益機会の全てを一切
逃すまいと行動する。しかし，社会主義計画経済ではそのようにはいかず，結果として，その生産性は分権化市場経済よ
りも遥かに低いものにとどまってしまう。何故なら，中央計画当局が何百何千万人もの一般労働者による知的活動に関す
る情報全てを十分に入手し活用することが事実上不可能であるからである。したがって，純粋な形での社会主義計画経済
は，本来的に分権化市場経済よりも遥かに低い生産性しか有し得ないことになる。

第1章　ハイエクの知識に対する考え方

「知識」と言うと学問的な知識のことを思い浮かべるかもしれないが，ハイエクの言うところの「知識」はそのような
ものではなく，或る特定の時間と場所におけるその状況に関する情報のことを意味している。ハイエクはそれを取り分け
重要なものと考えた。この種の知識を何故重要だと考えたかと言うと，経済状況やその置かれている条件が常に変化して
いるからである。ハイエクは，「常に変化する（Changing every moment）」という性質が，分権化市場経済の核心を成
す要素であると述べている。

[T]oday it is almost heresy to suggest that scientific knowledge is not the sum of all knowledge. But a little 
reflection will show that there is beyond question a body of very important but unorganized knowledge which 
cannot possibly be called scientific in the sense of knowledge of general rules： the knowledge of the particular 
circumstances of time and place. It is with respect to this that practically every individual has some advantage 
over all others in that he possesses unique information of which beneficial use might be made, but of which use 
can be made only if the decisions depending on it are left to him or are made with his active cooperation. （Hayek, 
1945）

ハイエクはさらに加えて

[T]he knowledge of which I am speaking consists to a great extent of the ability to detect certain conditions—an 
ability that individuals can use effectively only when the market tells them what kinds of goods and services are 
demanded, and how urgently. （Hayek, 2002）．

と述べている。ハイエクの考えるところの市場と価格の役割は，単に資源を配分することにとどまるのではなく，常に変
化し続ける状況下で生まれ続ける知識を「発見」するところにある。一人の人間が所有する特定の時間と場所における特
定の状況に関する分散して暗黙裡に所有されている知識が，利潤獲得のためのあらゆる機会を常に探っている企業家によ
って，その市場における活動を通じて，発見される。均衡の概念は，関係する事実・情報すなわち知識が既に発見されて
おり，かつ，競争の過程は既に終了していることを前提とする概念である。しかし，常に変化し続ける状況の下では，競
争の過程は永久に終了することはない。ハイエクによれば，競争とは，変化し続ける状況下で次々と生まれる続ける事
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実・情報すなわち知識を体系的に発見していく過程のことでもある。　
なお，このハイエクの知識の概念は，情報経済学における私的情報（Private information）の概念とは異なるものであ

る。ハイエクの観点からの知識の有する重要な性質は，それが暗黙裡に所有されていることである（Hayek, 1967）。場合
によっては，人々は全く無意識の内にそうした知識を所有しているかもしれない。市場における活動を通じて初めてそ
れに気付くこともあるかもしれない。また，或る人が或る知識を自分が得ていることに気付いていなかったとしても，市
場における活動の結果その知識が広く一般に知れ渡ることも有り得る。一方，私的情報の場合には，それを有する人に
は事前に与えられており，かつ，他の人は事後的にもそれを知り得ない。契約理論では，情報は予め与えられ，依頼人

（Principal）と代理人（Agent）はそのそれぞれの所与の情報を考慮しながら契約を結ぶという世界を考えている。しか
し，ハイエクの考える世界は，市場での経済活動の過程における変化と発見という現象が織り成す世界である。つまり，
情報経済学は依然としてワルラスの枠組の中に位置付けられるのであるが，ハイエクの考え方はそれを超えるものとなっ
ているのである。したがって，情報経済学や契約理論が扱う契約の問題は，基本的にハイエクの議論とは無関係なものと
言うことになる。

ハイエクの言うところの知識の重要性は，人間の不完全性に起因している。その不完全性が故に，広く分散して存在し
ている数多くの現場における日々の経済活動において，数多くの想定外の問題が発生し続ける。こうした想定外の問題が
生じることによって経済活動は著しく妨げられることになるが，人間はこうした問題に対して完全に無力な存在という訳
ではない。何故なら，人間は知能を授かっているからである。知能を使うことによって，イノヴェーションを生み出し，
こうした想定外の問題を解決することが出来る。ちなみに，想定外の問題やその解決のためのイノヴェーションに関する
知識は事前には知られていないものであるということは言うまでもない。

ハイエクは，ランゲのモデルに賛同している経済学者が知識の不完全性と分散性を無視していると批判した。

[T]he knowledge of the circumstances of which we must make use never exists in concentrated or integrated 
form, but solely as the dispersed bits of incomplete and frequently contradictory knowledge which all the separate 
individuals possess. （Hayek, 1945）

ハイエクの観点に立つと，市場は非パレート的な不均衡の過程であり，それは静的な情報を前提とした均衡に焦点を当て
るワルラスの枠組で描写される世界とは全く異なる世界である。ハイエクにとって，分散した形で様々な新たな発見が見
出されるが故に引き起こされる不均衡こそが，市場の存在を必要不可欠なものとさせる最も重要な要素である。こうした
不均衡の存在は，利潤を追求する企業家に新たな収益機会を与えるものであり，それがひいては経済を活性化させるもの
となる。ハイエクはこうした市場の過程を「自生的秩序（Spontaneous order）」と呼んだ。

この自生的秩序の過程に関する考察の帰結として，ハイエクは，「特定の現場の人（man on the spot）」が所有する特
定の時間と場所における特定の状況に関する知識を利用することは，分権化された市場においてのみ可能であり，それが
故に，分権化市場経済は社会主義計画経済より優れていると結論付けた。その優位性は，分権化市場経済がワルラスの意
味でより効率的に資源を配分出来ることに由来するのではなく，各個人が分散した形で所有している知識をより多く発見
し活用出来ることに由来するものである。

第2章　一般労働者のイノヴェーション

ハイエクが考えるところの知識をより深く理解するために，まず知識が生み出される機序について考察する。始めに，
分散して存在している生産現場において一般労働者がどのように想定外の問題を解決するのか考察する。その考察にお
いては，分散して存在している生産現場におけるイノヴェーションの生成機序をうまく描写していると考えられる原嶋 

（2016, 2019, 2020, 2021） 及び Harashima （2009, 2010, 2012, 2014） で示された全要素生産性のモデルを用いる。

第1節　一般労働者によるイノヴェーション
一般にイノヴェーションは本源的に蓄積されていくものと考えられてきた。しかし，ノヴェーションの本質はその蓄

積性にあるのではなく新規性にある。確かに，イノヴェーションが蓄積されなければそれは他者には移転されることはな
く，それを生み出した本人以外の人にとっては無意味なものかもしれない。しかし，だからといって，それがそのイノヴ
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ェーションを生み出した本人にとっても同様に無意味であるとは言えない。何故なら，その人はそのイノヴェーションを
自分の生産活動において活用出来るからである。つまり，仮令「使い捨て」のイノヴェーションであっても十分に有用で
あり得る。

さて，こうした非蓄積性イノヴェーションを創出するのは誰であろうか。それも蓄積性イノヴェーションと同様に研究
者等が創出するのであろうか。そのようなこともあるであろうが，実際には殆どの場合非蓄積性イノヴェーションを生み
出しているのは普通の一般の労働者である。生産現場では小さな想定外の問題が日々数多く発生している。こうした問題
を解決するためにはイノヴェーションを創出することが必要である。そして，こうしたイノヴェーションを生産現場で生
み出しているが普通の一般の労働者である。

第2節　経験曲線効果と要素投入
1	 経験曲線効果	
経験曲線効果は，ある作業をより多く繰り返し行えば，それに従ってそれを行う費用がより低くなるという効果であ

る。つまり，繰り返し同じ作業を行う程その作業効率が向上することを示している。経験曲線効果（当初は「学習曲線効
果（Learning curve effect）」と呼ばれた）の発想は，Wright （1936），Hirsch （1952），Alchian （1963），Rapping （1965） 
に遡る。経験曲線効果は，通常，以下の式で示される。

 

ここで，  はある作業の最初の生産単位の費用，  は  単位目の生産のための費用，  はこれまでの生産の総単位数，
 は定数パラメーターである。

2	 実効技術投入

一人の労働者が一単位期間に  に含まれる或る種類の蓄積性イノヴェーションを使用するとき，その蓄積性イノヴェ

ーションの不完全性の結果として被る非効率の程度を  とする。ここで，  は技術投入，  は資本投入，  は一人
の労働者が一単位期間に一単位の資本に体化された複数の蓄積性イノヴェーションの中の或る一つの種類に平均的に接触
する頻度（つまり，労働者の経験）である。経験曲線効果に基づくと，

 

と表すことが出来る。ここで，  は，  の時の非効率性であり，  は定数パラメーター  である。これ
から

  （1）

が得られる。ここで，  は一人の労働者が  に含まれる蓄積性イノヴェーションを使用する場合の一単位の資本に体

化された実質的な技術投入の量，  は正の定数である。したがって，資本一単位当たりの実質的な技術投入量，すなわ
ち 「実効技術投入量（ ）」は，
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（2）

と表すことができる。ここで，  と  は正の定数パラメーターであり，  である。

3	 実効労働投入
一人の労働者の経験が  であるとき，情報の分断と不完全性によって生じる一人の労働者の労働投入における非効率

性の程度を  とする。経験曲線効果に基づくと，一人の労働者の経験（ ）の増加（これは，労働者総数の減少を意
味する）に伴う  の低下は

 

と表すことが出来る。ここで，  は，  のときの非効率性である。これから，

  （3）

が得られる。ここで，  は分断化された不完全な情報の結果生じる非効率のために低下した実質的に有効な労働投入量， 
 は労働投入，  は定数である。したがって，生産過程において実質的に投入される労働投入量，すなわち「実効労働投

入量（  ）」は，

  （4）

と表すことができる。ここで，  と  は正の定数パラメーターであり，  である。

4	 資本投入と経験曲線効果	
資本投入は一般労働者のイノヴェーションとは基本的に無関係であり，したがって，それは経験曲線効果とも基本的に

無関係である。しかし，資本投入に関する制約は何もないという訳でもない。一般労働者の創造的活動とは関係しない別
の種類の制約要因が存在する。その一つが資本への到達可能性（Accessibility）の制約である。ここで，一人の労働者が
平均的に使用する資本  の一部分を  とする。  は，正のパラメーターであり，

 

である。パラメーター  の値には，以下のように上限が存在する。
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ここで，  は，正の定数である。この上限  が存在することから，一人の労働者が使用する  の最適値は，
平均的に，  に対して

  （5）

となる。ある経済の平均的な  の値は，運輸交通施設の物理的な利用可能性によって異なる値を取るが，それだけに限
られず，その経済の法執行，規制，金融制度等の要因によっても変わってくる。  の値は，これらの要因全ての総合的な
影響を反映するものである。

第3節　生産関数
生産には，それぞれ或る正の最小単位量を持つ技術（  ），資本（  ），労働（  ）の何れもが必要だと仮定する。

さらに， ，  及び  の限界生産力は逓増しないと仮定する。つまり， ， ，さらに，

 である。もし， ， ，さらに，  であるならば，

十分に大きな ，  及び   に対し，生産関数は， ，  及び  の限界生産力が一定の以下のような生産関数で近似で
きる。

  （6）

ここで，  は定数である。さて，生産にはそれぞれ或る正の最小単位量を持つ  ， ，   のいずれもが
必要であるという仮定より， ， ，  である。（6） 式を近似的に満たす生産関数の中
で，この最小単位量の条件を満たすものは，

 

である。  を標準化して  とすると，近似生産関数は，

  （7）

となる。
直感的に考えると，（7） 式の生産関数は特段不思議なものではなく，むしろ極自然なものである。何故なら，全体の生

産量が，  人の労働者それぞれが，それぞれ  だけの技術を体化した  を用いて生産を行った産出量の合計からなる
ことを意味しているからである。しかし，（7） 式で示される生産関数は，直感的には何となく納得出来てしまうものの，
実はそのままでは成立し得ない。なぜなら，前節（すなわち，原嶋，2016, 2019, 2020, 2021 及び Harashima, 2009, 2010, 
2012, 2014））で示されているように，幾つかの重要な不完全性が存在するために，投入量は現実には  や  とはなり得
ないからである。実質的な投入量は，  と  ではなく，それぞれ実効技術投入  と実効労働投入量  となる。さらに，
各労働者が平均的に実質的に使用可能な  は，  ではなく  である。こうした実効性の問題があるために，近似生産
関数は，現実には，
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（8）

となる。ここで，（2），（4），（5） 式より，

  （9）

である。
合理的な企業は，投入要素を遊休させることなくそれを完全に利用する場合に可能な生産量  を実現すべく行動する

であろう。したがって，（8），（9） 式より，各国・経済における生産関数は，基本的に，

   （10）

という式で近似出来ることになる。この生産関数を，「近似実効生産関数（The approximate effective production 
function; AEPF）」と呼ぶ。
（10） 式で示される近似実効生産関数において特に注目すべき要素が  である。この値は，その導出の過程から明

らかなように，一般労働者のイノヴェーション，すなわち想定外の問題を解決する能力を示すものであり，以下の議論に
おいて中心的な役割を果たす要素である。

第4節　近似実効生産関数とハイエクの知識観
第1章で考察したように，想定外の問題及びその解決のためのイノヴェーションに係る知識は，特定の場所と時間にお

ける状況の知識を構成する重要な一要素である。したがって，近似実効生産関数は，ハイエクの知識に関する見方を正確
に反映して作られるモデルとして用いることが出来ると考えられる。

第3章　社会主義計画経済における一般労働者のイノヴェーション

第1節　知識の性質
想定外の問題及びその解決のためのイノヴェーションに係る知識の持つ重要な性質は，それが単に数値データだけで構

成されている訳ではなく，膨大な量の文章で表現される情報を含んでいる点である。こうした情報は，曖昧な，感覚的，
感情的，心象的な情報，そして，推測，直感，仮説に基づく情報も含んでいる。このような情報となるのは，その中核を
成している要素が「想定外」という点であるからである。想定外の問題は事前に知ることが出来ない。したがって，そう
した問題が発生した後になって初めて，現場の一般労働者はその問題をその知能を用いて様々な形で，もしかすると無
意識の内に自然と，考察し始める。いずれにせよ，ハイエクの言うところの知識は，こうした事後になってから初めて知
り，そしてその結果行われた一連の知能を用いた様々な考察の過程やその結果及びそれらに関連する情報の全てを含む。
そのため，事前に予め定められた少ない数の特定の記号や数値のみに基づいて，想定外の問題及びその解決のためのイノ
ヴェーションに関する特徴の全てを表現することは不可能である。こうした知識を説明しそして理解するためには，それ
を表現し得る膨大な量の文章を用いた叙述情報が必要となる。

この種の知識の場合，その性質から，その利用に際し大きな制約がかかることを指摘しておかなければならない。それ
は，電子計算機はこの種の知識を限定的にしか扱うことが出来ないという点である。電子計算機は，事前に分類され標準
化された簡単な型や象徴，データ等に関し，それらをどのように扱うかを事前に設定されているような事象に対しては非
常に効率的に機能する。しかし，前述のような想定外の問題を解決するときに用いられる曖昧で，感覚的，感情的，心象
的な情報，そして，推測，直感，仮説に基づく情報を十分に巧く扱うことは現時点ではまだ出来ない。
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第2節　誘因
1	 誘因と生産性
一般労働者のイノヴェーションは生産性を高めるための重要な要素なのであるが，放っておいてもそれらが自然と生み

出されるということにはならない。一般労働者がイノヴェーションを生み出すようになる何らかの誘因，動機付けが必要
である。さて，そうした誘因，動機付けの強度は，一般労働者が受け取る報償或いは受ける処罰の大きさによって測るこ
とが出来るものと思われる。一般に，報償や処罰の大きさが大きくなれば動機は強まると考えられる。こうした考え方に
立って，本論文では，一般労働者がイノヴェーションを生み出す動機の強さを

 

で表すこととする。ここで，  はイノヴェーションを生み出すことで報償（例えば，賃金の引き上げ）を受
け取ることが出来るかどうかという点に関する一般労働者の持つ主観的な確率，  はイノヴェーションを生
み出さないことで処罰（例えば，賃金の引き下げ）を受けるかどうかという点に関する一般労働者の持つ主観的な確率，

 は一般労働者がイノヴェーションを生み出すことで増加する生産のうち当該労働者に所得として分配される
割合である。つまり，  及び  は蓋然性，  は報償や処罰の大きさを表している。  は，イノヴェーショ
ンを生み出す（生み出さなかった）ことによって報償（処罰）を受けることが 100％ 確実であることを意味する。一方，
その値が 0  であることは，報償（処罰）を受ける可能性が全くないことを意味する。したがって，もし報償も処罰も 

100％ 確実である場合には ，逆に 100％ 有り得ない場合には  となる。

ここで，或る経営者が労働者の生み出すイノヴェーションに関する情報に基づいて労働者に報償や処罰を与えるものと
する。したがって，そこにおける労働者の持つ主観的な確率は，当該経営者が得ることが出来る情報がどのようなものか

によって変わってくる。もし労働者が「経営者は完全に正しくその情報を得ている」と認識するならば  とな

るであろうし，「不完全な情報しか得ていない」と認識するならば  となるであろう。もし「経営者は何ら

正しい情報を得ていない」と認識するならば  となる。したがって，動機  は，

 

と書き直すことが出来る。ここで，  は，経営者が完全に正しく情報を得ているかどうかという点に関する労
働者の主観的な確率である。  は，労働者が「経営者は情報を 100％ 正確に完全に得ている」と認識していること，

 は逆に「経営者は全く正しい情報を得ていない」と認識していることを意味している。明らかに，  である
時，情報の完全性に関して不確実性が存在することになる。

第2章で示されたように，  は，一般労働者がイノヴェーションを生み出すことによって蓄積性イノヴェーションの
不完全性が緩和された後の生産性を反映しており，  は，一般労働者がイノヴェーションを生み出すことで非効率の程
度が緩和された後の労働生産性を反映している。一般労働者がイノヴェーションを生み出すかどうかはその誘因，動機付
けにかかっているので，  及び  は，  及び  のように  及び  の関数となる。

もし動機が強ければ，一般労働者はより多くのイノヴェーションを生み出し，その結果生産全体の生産性は高くなる。
したがって，生産性  及び  は，  や  の値が高くなれば上昇する。すなわち，  に対して，

 
及び

 
（11）
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そして，  に対して，

 及び  （12）

となる。
ここで，近似実効生産関数における生産性  を  と置く。したがって，（10） 式より，

  （13）

となる。  と  は  の関数であることから， （1），（2），（3），（4） 式より，生産性  も同じく  の関数  
となる。さらに，不等式 （11） 及び （12） より，  に対して，

 

そして，  に対して，

 

である。
さて，その性質から，誘因，動機付けが全くない場合である  の値は非常に低く，さらに，それは  及び  

の場合の  の値よりかなり低い可能性が非常に高い。つまり，動機が殆どない場合には，一般労働者は殆どイノヴ
ェーションを生み出さず，その結果全体の生産性もかなり低い水準にとどまることになるであろう。なお，（13） 式で示
されるように，  は近似実効生産関数において労働分配率を意味し，その値は多くの分権化市場経済においては約 0.7 で
ある（例えば，OECD.Stat Extracts1 を参照のこと）。

ただし，  の値は非常に低いとしても，それが 0  になることは無いであろう。何故なら，仮令動機が全く無くて
も，すなわち  であっても，一般労働者は様々な理由でイノヴェーションを生み出す可能性があるからである。例
えば，個人的な好奇心，無意識のうちの義務感，退屈を紛らしたい，周囲の労働者から賞賛を得たい等の理由が考えら
れる。

2	 分権化市場経済における誘因
近似実効生産関数に基づくと，  及び  の値が高い程，生産量は高くなる。つまり，労働者がより多くイノヴェー

ションを生み出す程，経営者は高い収益を得ることが出来る。したがって，経営者は，労働者に出来るだけ多くのイノヴ
ェーションを生み出して欲しいし，さらに，その生み出されたイノヴェーションによる利益を確実に自らの手に収めたい
と思うであろう。ただ，そう簡単には労働者はイノヴェーションを生み出そうとしない可能性が高い。そのための何らか
の強い誘因，動機付けが必要であろう。そのため，経営者は，労働者がイノヴェーションを生み出したくなるような十分
に美味しい誘因を用意するであろう。経営者は，様々な現場で生じる小さな想定外の問題及びその解決のための一般労働
者のイノヴェーションに関する知識を手に入れ活用するために，こうした努力を惜しまない筈である。

1 http://stats.oecd.org/Index.aspx
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労働者にイノヴェーションを生み出したいという動機を持たせる方法としては，経営者が，明示的に或いは暗黙裡に，
労働者がイノヴェーションを生み出すことで増加する生産（所得）の一部を報償として労働者に与えることを約束するこ
とが考えられる。勿論，生産現場における分業は規律を要求し，個々の労働者の生産現場における役割は非常に限定され
たものであり，指示された業務から逸脱することは基本的に禁じられる。しかし，個々の労働者に割り振られた業務の範
囲内であれば，経営者は彼らがイノヴェーションを生み出すことを大いに奨励するであろう。

分権化市場経済においては，数多くの経営者が非常の多くの現場に散らばって活動している。さらに，こうした経営
者は，相互に独立に，一般労働者が生み出すイノヴェーションがもたらす収益機会を完全に我が物とするように努力しな
がら行動している筈である。したがって，経済全体としてみれば，分権化されているが故に，経営者は広く分散して配置
されている全ての生産現場の全ての労働者に漏れなく十分なイノヴェーション創出の動機を与えることが出来ることにな
る。さらに，その結果として，非常の多くの現場に散らばって存在している無数の知識の全てを経営者は総体として漏れ
なく手に入れることも出来ることになる。

相互に独立して行動している経営者間の競争を通じて，  の値は最大化されることになるであろう。その結果として，
高い値の ，すなわち，  となると考えて良いであろう。一方で，分権化市場経済においては，賃金は市場での競争
を通じて決定される。そして，近似実効生産関数もそうであるようにコブ・ダグラス型の生産関数を前提とすれば，労働
分配率は  に収斂する。したがって，一般労働者のイノヴェーションがもたらす生産（所得）の増加の内の労働者の分
け前（ ）も  に収斂していくであろう。このことから，分権化市場経済においては，  に対して，

 

となっていると考えられる。さて，殆どの分権化市場経済において，労働分配率  の値は約 0.7 である（例えば，
OECD.Stat Extracts2）。したがって，労働者がイノヴェーションを生み出そうという動機は 0  よりかなり高い値を持つ
ことになる。このことは，分権化市場経済が十分に効率的に機能することが出来ることを意味している。

3	 社会主義計画経済における誘因
分権化市場経済の場合と異なり，社会主義計画経済では一般労働者が知的活動を行うための誘因，動機付けが現場で自

然の内に与えられることはない。何故なら，全てが中央集権化されているからである。現場ではなく，中央計画当局が誘
因，動機付けを意識的に集権的に作り出されなければならない。しかし，ランゲの社会主義計画経済モデルでは，中央計
画当局がそれを行うことはモデルの中で示されていない。それどころか，そもそもイノヴェーション創出への誘因，動機
付け自体が明示的にモデルの中に含まれていない。さらに言えば，ランゲのモデルでは，こうした誘因，動機付けが重要
で必要不可欠なものでは有り得ない。何故なら，一般労働者は予め決められた規則（マニュアル）に従って決まりきった
作業を実行するだけのロボットのような存在として想定されているからである。つまり，一般労働者は知的活動を一切行
ってはならない。

しかし，近似実効生産関数の示すところでは，現実には一般労働者の知的活動は必要不可欠な存在であり，一般労働者
にイノヴェーションを創出するよう促す誘因，動機付けがなければ（つまり，  ），それらがある場合（つまり，  ）
と比較して生産量は著しく低下する。つまり，近似実効生産関数の示すところによれば，純粋な形でのランゲ型のモデル
に基づく社会主義計画経済は，分権化市場経済と同様の生産性を示すことは出来ない。このことは，ランゲのモデルは，
一般労働者にイノヴェーションを創出するよう促す誘因，動機付けを与えるような修正を施さない限り使い物にならない
ことを意味している。

十分な誘因を与えるためには（つまり，中央計画当局が  を実現出来るようにするためには），イノヴェーション
を創出した（或いは，しなかった）一般労働者に事後的に報償（或いは，処罰）を与えることが必須である。その際，正
確に事後的報償（或いは，処罰）を与えるためには，中央集権的に賃金，昇進，降格その他の様々な人事案件を決定して
いる中央計画当局が，各労働者が創出したイノヴェーションを正確に認知し評価することが必要となる。したがって，全
ての分散配置されている生産現場において発生したあらゆる想定外の問題及びその解決のために労働者が創出した全ての

2 http://stats.oecd.org/Index.aspx
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イノヴェーションに関する知識を，現場の管理者から中央計画当局へ完全に正しく報告，伝達されることが必須である。
もし報告，伝達される知識が完全なものでなければ，中央計画当局の下す賃金等の人事案件の決定は歪められることに
なる。

仮に，一般労働者がイノヴェーションを創出する行為を何らかの単純な規則（マニュアル）の実行で置き換えることが
可能であり，かつ，現場の管理者が労働者がその規則（マニュアル）通りに作業しているかどうかを完全に認知把握する
ことが可能なのであれば，社会主義計画経済であっても分権化市場経済のように機能することが出来るかもしれない。し
かし，こうした行為を規則（マニュアル）の実行で置き換えることはそもそも不可能である。不可能であることは，これ
まで考察してきた知識の性質からして明らかである。そもそも規則（マニュアル）というものは，労働者がその知性を用
いるまでもなく，言わば無意識の内にでも実行されるようになるべきものである。そうでなければ，それは規則（マニュ
アル）ではない。つまり，規則（マニュアル）に則っていては，逆に知性の活用が必要なイノヴェーションの創出を行う
ことは困難となる。したがって，社会主義計画経済が分権化市場経済と同じような生産性を持つためには，やはり，全て
の分散配置されている生産現場の全ての管理者が，その入手した現場の知識を完全に全て正しく中央計画当局に報告，伝
達するような仕組みをランゲのモデルの中に組みこむことが必要不可欠となる。

第3節　知識の伝達と活用
第3章第1節で考察した知識の性質に鑑みると，社会主義計画経済において知識が完全に全て中央計画当局に報告，伝

達されるためには，以下の条件が満たされる必要がある。

条件1：現場の管理者はロボットのような存在であってはならない。これら管理者は知的活動を行う能力を十分に備えた
人間であるという前提に立たなければならない。

現場の管理者が十分に想定外の問題及びそれに対応する労働者のイノヴェーションを認識し，評価するためには，これら
管理者は，労働者が想定外の問題をどのようなものと判断し，どのようにそれを分析し，評価した上で，それに対応する
どのようなイノヴェーションを生み出したのかについて十分に理解する必要がある。この一般労働者の知識を十分に理
解するためには，管理者は労働者が行った知的活動を自身で殆ど再現するような行為を行わなければならないかもしれ
ない。こうした行為は，予め決められた規則（マニュアル）に従って行う類の業務とは全く異なる業務である。したがっ
て，管理者は知的活動を実行する能力を十分に備えた人間である必要がある。

さらに，管理者はこうして得た知識を中央管理当局に完全に正確に報告，伝達することが出来なければならない。或る
知識を有しているからといって，それが常に正しく他者に伝達され得るとは限らない。知識を正しく報告，伝達するため
には，他者との間で適切に意思疎通が出来るだけの知性を有していることが必要である。つまり，管理者は単に知識を理
解するだけでなく，それを中央計画当局に正しく報告，伝達するために，その知性を使うことが出来なければならない。

さらに，条件1に加えて，社会主義計画経済において知識が完全に全て中央計画当局に報告，伝達されるためには，以
下の条件も満たされる必要がある。

条件2：現場の管理者に対し，その持つ知識を完全に正確に中央計画当局に報告，伝達させるため十分な誘因，動機付け
が用意されなければならない。

一般労働者同様，管理者も誘因，動機付けが無ければ中央計画当局に知識を正しく報告，伝達しないであろう。そのた
め，知識伝達の成績に応じて適切な報償や処罰が与えられる必要がある。しかし，報償や処罰が必要ということは，中央
計画当局が管理者の仕事ぶりに関する知識を十分に得ることが必要になることを意味する。

さて，仮令条件1及び2が満たされ知識が完全に正確に報告，伝達されたとしても，その知識が中央計画当局によって
活用されなければ意味がない。したがって，以下の条件もさらに追加的に満たされる必要がある。

条件3：中央計画当局は，全ての現場の管理者から報告，伝達される知識の全てを適切に処理出来なければならない。
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第4節　社会主義市場経済の失敗
前節で示された三つの条件の全てが満たされない限り，社会主義計画経済の生産性は分権化市場経済より劣ることにな

る。しかし，実際にこれを満たそうとすると，それは容易なことではない。特に，条件3を満たすことが難しい。条件1及
び2とは違い，条件3は社会主義計画経済の仕組みを若干修正することで実現出来るような類のものではないからである。

条件3に関し，中央計画当局は深刻な問題を抱えている。それは，報告，伝達された知識の全てを適切に処理すること
が困難であるという問題である。それが深刻なのは，中央計画当局が処理しなければならない知識の量がその処理能力を
遥かに超えるものであることが明らかであるからである。能力を超過する理由は，主として以下の二点にある。一つ目
は，知識が単純な記号や数値だけでなく，曖昧で，感覚的，感情的，心象的な情報，そして，推測，直感，仮説に基づく
情報をも含む膨大な量の文章による叙述情報から成ることである。電子計算機では，本質的にこうした形の情報しかもそ
の膨大な量を処理することは非常に難しい。二つ目は，相対的に非常に少ない人数の中央計画当局の人員が，何十，何
百万人もの現場の管理者からのその監督する何千万人もの労働者に関する情報の報告，伝達を適切に処理しなければなら
ないことである。中央計画当局は，何千万人もの現場の労働者が日々行っている，その遭遇する何億，何十億もの想定外
の問題を解析し，それに対処する何億，何十億ものイノヴェーションを生み出すという知的活動の結果の全てを理解し適
切に処理しなければならない。要するに，中央計画当局は，何千万人もの現場の労働者及び何十，何百万人もの現場の管
理者が行った知的活動の全てを自ら再現するような作業を行わなければならない。その上で，中央計画当局の職員は，何
十，何百万人もの現場の管理者から報告される知識に基づいて，その報償や処罰に関する賃金その他の人事に関する適切
な決定を下さなければならない。

明らかに，中央計画当局が現場の労働者や管理者全てに適切な誘因，動機付けを与えることは不可能であろう。結果と
して，知識の全てを適切に処理し活用することも出来ない。一人の人間が一定の時間に適切に処理出来る知識の量には上
限があり，さらに，中央計画当局の員数にも上限があるからである。さらに，電子計算機は本質的にこうした形の知識を
適切に処理することは不得意であり，今後如何に電子計算機の能力が向上したとしても，この上限を大きく引き上げるこ
とは難しいであろう。したがって，中央計画当局はその存在している知識のほんの僅かな一部分しか活用することが出来
ず，故に，条件3が満たされることはない。このことは，三つの条件全てを満たすような社会主義計画経済を作ることは
事実上不可能であることを意味している。

中央計画当局が知識のほんの僅かな部分しか活用出来ないことから，その定める賃金は現場の知識とは相当程度無関係
に決定される。そのため，労働者からすると，イノヴェーションを生み出す或いは出さないことへの報償或いは処罰を受
けるかどうかは極めて不透明なものとなる。その結果，殆どの労働者は，イノヴェーションの創出に係る報酬或いは処罰
のことを殆ど考えないようになるであろう。つまり，  の値は 1 より遥かに小さなものとなってしまう，すなわち，労働
者が想定外の問題を解決するためにイノヴェーションを生み出そうという動機は殆ど消え失せてしまう。したがって，全
体としての生産性  は非常に低くなる。このように，近似実効生産関数に基づくと，仮令社会主義計画経済を多少修正
したとしても，その生産量は分権化市場経済より遥かに低いものとなってしまうという結論となる。

第4章　社会主義計画経済における科学技術イノヴェーション

第3章で示されたように，一般労働者が社会主義計画経済で生み出すイノヴェーションは分権化市場経済で生み出され
るものと比べると遥かに少なくなる。しかし，このことは，科学技術（すなわち，近似実効生産関数の中の技術  ）に
係るイノヴェーションに対しても当てはまるであろうか。旧ソ連は，1960，1970年代に宇宙や軍事の技術で世界の先端を
走っていた。このことは，科学技術に関するイノヴェーションに関しては，社会主義計画経済が何らかの優位性を持って
いることを意味しているのかもしれない。しかし，同時に，市場で一般市民が購買する財・サービスに関する技術のイノ
ヴェーションに関しては，旧ソ連が疑いなく分権化市場経済より遥かに遅れていたことも事実である。

一般労働者のイノヴェーションの場合と同様に，ランゲの社会主義計画経済モデルでは，科学技術イノヴェーションは
何らの役割も与えられていない。しかし，それは，ランゲのモデルが静学モデルであり，動学ましてや内生的経済成長モ
デルではないから当然のことでもある。静学モデルでは，技術は所与のものとして外生的に与えられる。したがって，ラ
ンゲのモデルからだけでは，社会主義計画経済における科学技術イノヴェーションについて確かなことを言うことは出来
ない。社会主義計画経済における科学技術イノヴェーションの創出の機序を考えるためには，別途，内生的経済成長モデ
ルに基づいて考察することが必要である。
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第1節　モデル
本論文では，社会主義計画経済における科学技術イノヴェーションの創出を，Harashima （2010） で示された内生的経

済成長モデルを基に考察することとする。このモデルを用いる理由は，それが規模効果や人口増加に成長が影響されな
いという優れた性質を有するモデルであるからである（Jones, 1995a,b; Aghion and Howitt, 1998; Peretto and Smulders, 
2002 等を参照のこと）。

1	 基本モデル
生産量  は，

 

で示されるように支出され，それは消費（  ），資本の増加（  ）及び技術の増加（  ）の合計と等しい。ここで，
 は定数であり，また，一単位の  と  単位の  は同等である。つまり，資本と技術をそれぞれ当該単位生産す

るために投入される要素（資本，労働，技術）の量は同一である。このことは，技術は，消費財や資本財を生産する場合
と同様に資本，労働，技術を投入することによって生産されることを意味している。上記の式は，

 

と同値である。
本論文では均斉成長経路に焦点を当てることから，ハロッド中立型技術進歩を仮定し，生産関数を ，

すなわち，

 

と特定化する。単純化のために，人口増加率（  ）は一定とし，かつ非負，すなわち，  であると仮定する。

2	 資本への投資と技術への投資の間の代替性
以下の関係

   （14）

が常に成立していると仮定する。ここで，  は企業数（なお，単純化のため各企業は全て同一規模であると仮定する）
であり，  は定数である。一般に人口数と企業数は比例するものと考えられるが，（14） 式はこうした考え方をその
まま反映させたものである。さらに，以下の関係式

  （15）

故に，
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（16）

が常に保たれていると仮定する。ここで，  及び  は定数である。パラメーター  は無対価知識流出の効
果を示すものであり，パラメーター  は特許の効果を示すものである。特許が存在することから，所得は資本や労働だ
けでなく技術にも分配される。単純化のために，特許期間は無限であり，資本減耗は存在しないと仮定する。（15） 及び 

（16） 式は，「資本への投資の収益と技術への投資の収益が同一になるように維持される」ことを示している。こうした企
業行動の結果として，市場における裁定を通じて，資本と技術への投資の収益は均等化されることになる。

このように資本への投資と技術への投資の間に代替性が存在することから，本モデルには均斉成長経路が存在し得る。
さて，

 

であることから，（16） 式より 

 

である。この式は，「 」に対して「 」であることを示している。つまり，本モデルには均斉成長経路が

存在し得る。

3	 無対価知識流出
（15） 及び （16） 式は，仮令技術への投資によって  が増加したとしても，その投資を行った企業はその増加した  の

一部，すなわち，  しか自分のものとすることが出来ないことを示している。その理由は，他の企業に対価

なしに知識が流出してしまうこと，さらに，多くの企業が補完的技術を持っていることの二点にある。無対価知識流出に
関しては，大きく分けて二つの種類が存在すると考えられている。一つは産業内（Intra-sectoral）知識流出（MAR 外
部性：Marshall, 1890，Arrow, 1962，Romer, 1986）であり，もう一つは，産業間（Inter-sectoral）知識流出（Jacobs 外
部性：Jacobs, 1969）である。全ての産業が同じ数の企業数で構成されているならば，いずれの考え方に立っても経済に
おける企業数の増加により知識流出は促進されることになり，技術への投資の収益率は減少することになる。パラメータ
ー  は，この効果の大きさを示している。しかし，Harashima （2010） で示されているように，そもそも企業が合理的な
行動を行うという前提に立つならば，  の値は極めて小さい，すなわち，ほぼ 0  であるという結論に極めて自然に至る。

4	 最適化行動
代表的家計は，制約条件

 

の下で，期待効用
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を最大化させるように行動する。ここで，  は相対的危険回避度一定（CRRA）型効用関数で，  は期待演算子である。
その結果として，最適な消費の増加率

 

が導かれる。ここで，  は相対的危険回避度で定数である。 

第2節　社会主義計画経済における技術への投資
分権化市場経済では，技術への投資からの収益の増加を，その一部は補償なしに他の企業へ流出するものの，当該投資

を行った企業が受け取ることになる。この収益の増加が企業を技術への投資に導く誘因となる。市場での競争と裁定の結
果，技術への投資は，  の下で，

  （17）

となるまで実施される。
もし中央計画当局が，全ての分散配置されている生産現場における技術への投資に関して，分権化市場経済において経

営者が行う判断と全く同じ判断を行うことが出来るならば，社会主義計画経済も分権化市場経済と同じ経済成長率で成長
することが出来るであろう。しかし，一般労働者の生み出すイノヴェーションの場合と同様の問題が科学技術イノヴェー
ションにおいても生じる。技術への投資の判断においては，高度な知的活動が不可欠である。さらに言えば，この技術へ
の投資の判断は経済活動において最も難しい判断の一つである。何故なら，技術への投資はリスクが非常に高く，失敗す
る確率が高いからである。したがって，より一層の様々な観点からの慎重な検討が求められる。

技術への投資には大きく分けると二つの型のリスクがあると言えよう。一つは科学技術上のリスクで，もう一つは経
済上のリスクである。科学技術上のリスクは，望むような科学技術イノヴェーションを結局生み出すことが出来ないリス
ク，経済上のリスクは，科学技術イノヴェーションを用いた新製品への十分な需要が結局見つからないリスクを指してい
る。このうち科学技術上のリスクの場合には，中央計画当局によって中央集権的に管理することは可能かもしれない。し
かし，経済上のリスクの場合には，中央計画当局がそう簡単に対応することは出来ないであろう。

経済上のリスクに対処するためには，新製品・サービスに対する期待される需要に関する知識を得ることが不可欠であ
る。新たな技術への投資を決定する前には，その新製品・サービスの特定の時間，場所における期待される需要を，全て
の関連する情報を用い，考えられるあらゆる要因を考慮しながら十分に分析し評価することで予想しなければならない。
そこで用いる情報には，特定の時間，場所における関連する様々な種類の他の財・サービスに関する知識も含まれる。新
技術はその名の通り新たに出現するものであることから，その需要も人間の知性を用いて新たに分析し評価する必要があ
る。こうした知的活動を行わなければ，経済上のリスクを適切に評価出来ず，結果として技術への投資も適切に行うこと
は出来ない。

技術への投資の判断に人間の知的活動が必要であるということは，分権化市場経済における投資判断を単純な規則（マ
ニュアル）で置き換えることは不可能であることを意味する。したがって，中央計画当局は，全ての新製品やサービスに
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対して，そのそれぞれの個別の需要に係る知識を全て入手して，その上でそれを適切に処理することが求められる。しか
し，一般労働者のイノヴェーションの場合と同様に，全ての現場の全ての管理者が完全に正確に中央計画当局にこれらに
係る知識を伝達，報告しない限り，中央計画当局が全ての地点に存在するこうした知識の全てを入手することは明らかに
不可能であると言える。

第3節　社会主義計画経済における科学技術イノヴェーション
第4章第2節では，中央計画当局が全ての新たな種類の財・サービスに固有の需要に係る知識を十分に獲得し処理する

ためには，第3章で示された社会主義計画経済で一般労働者がイノヴェーションを生み出すための三つの条件を中央計画
当局が同じく満たさなければならないことが示された。もっとも，技術への投資に係る決定を下すために必要な知識の量
は，一般労働者にイノヴェーションを生み出すよう促すための適切な誘因，動機付けを与えるために必要な知識の量より
少なくて済むかもしれない。しかし，そうであっても，中央計画当局が技術への投資のために獲得した全ての知識を必要
十分な形で処理することは依然として極めて難しいであろう。何故なら，イノヴェーションに係る科学的及び経済的なリ
スクを分析し評価することは知的な活動であるからである。このため，こうした活動を行う人間を単純に電子計算機に置
き換えることは出来ない。中央計画当局で働く人間が，何十万人かそれ以上の現場の管理者の知的活動の結果を適切に処
理しなければならない。

さらに加えて，技術への投資のためには高いリスクを取ることが必要である。もし中央計画当局が経営者と同様なリス
クを取る覚悟を持たないのであれば，相対的にリスクの高いものの成功すれば生産性を非常に高める技術への投資の多く
が却下されることになるかもしれない。

もし中央計画当局が正確かつ適切にこうした知識を獲得し処理することが出来ないならば，仮令実際は技術への投資の
方が資本への投資より高い収益率を示している，つまり，

  （18）

であったとしても，そうした技術への投資は遥かに少なくしか実行されないことになってしまうであろう。不等式 （18） 
から，社会主義計画経済においては （17） 式を

 

で置き換えることが出来る。ここで，  は定数で  である。したがって，均斉成長経路における消費の増加率は，

 

となる。明らかに，社会主義計画経済の成長率は，分権化市場経済よりも低くなる。
ただし，市場での需要に基づかない技術（例えば，宇宙や軍事技術）への投資の場合には，人々の持つ需要に係る知識

は不要である。何故なら，こうした投資の主たる目的は人々の効用を最大化させることではないからである。こうした技
術への投資の場合，仮令分権化市場経済においても一般に政府主導によって行われる。したがって，こうした分野におけ
るイノヴェーションに関しては，社会主義計画経済においても分権化市場経済においても同様，同等なものが生み出され
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ることになるかもしれない。

第5章　議論

第1節　一般労働者はロボット的存在か知性を持つ人間か
ハイエクとランゲの考え方において根本的に異なっている点が，一般労働者及び管理者をロボットのような存在と見る

かイノヴェーションを生み出し得る知的な存在と見るかという点である。ランゲの観点から見ると，知性を有しているの
はただ中央計画当局のみということになる。一般労働者及び管理者は，中央計画当局に指示された通りに非知的作業を実
行するだけのロボットのような存在として扱われる。そうなる理由は，中央計画当局があらゆる全てのことを完全に正確
に実行出来る存在として想定されているからである。したがって，一般労働者及び管理者が知性を有することもイノヴェ
ーションを生み出すことも必要とされない。それどころか，生産が正常に行われるためには，一般労働者及び管理者は一
切その知性を用いてイノヴェーションを生み出してはいけない。何故なら，もしそれが生み出されてしまうと，中央計画
当局によって完璧に無謬なものとして計画された経済の均衡が崩れてしまうからである。一方，ハイエクの観点から見る
と，中央計画当局，一般労働者，管理者の何れもが等しく生来全く不完全な存在であり，この世のほんの一部のことしか
知らない存在ということになる。

ランゲの観点（すなわち，ワルラスの観点）は，分権化市場経済の持つ重要な要素の一部を抽出しそれを描写したもの
であることは確かであり，均衡という現象を分析する上においては非常に有効な枠組を提供するものであることは否定出
来ない。したがって，均衡という現象にのみに焦点が当てられている限りにおいては，ランゲの観点は完璧完全なもので
あると言える。しかし，経済活動における重要な要素は均衡以外にも存在する。ランゲが社会主義計算論争で最終的に敗
北することになった理由は，そのモデルが経済における非常に重要な要素の一部を全く考慮しなかったからである。すな
わち，一般労働者及び管理者は人間であり等しく不完全な存在であるが，一方で人間である故に知性を有し，それを用い
てそれぞれの現場において日々数多くのイノヴェーションを生み出している，そして，このことが経済活動において極め
て重要で必要不可欠なものであることをランゲは全く理解していなかった。

第2節　部分的に分権化された社会主義計画経済
1	 部分的分権化
純粋な形での社会主義計画経済における生産性は分権化市場経済より遥かに低いという結論に至った訳であるが，もし

社会主義市場経済が部分的に分権化された場合には，その中核的な性格は残しつつも，分権化市場経済に近い生産性を示
すことは可能であろうか。分権化の第一段階としては，分散して配置されている様々な現場における管理者に，賃金その
他の人事案件の決定権限を委任することが考えられる。この委任により，現場の管理者はもはや中央計画当局にその有す
る知識を報告，伝達する必要はなくなり，条件1及び2を満たさなくても構わないことになる。一般労働者の生み出した
イノヴェーションによって得られる追加的な所得は，現場管理者の裁量で一般労働者に配分することが出来る。もし現場
管理者がそれを適切に配分するならば，一般労働者のイノヴェーション創出の意欲を十分に高めることが出来る。

しかし，この一部分権化という修正には一つ問題がある。追加的な所得を適切に配分するためには，現場の管理者にそ
うしたいという動機が存在しなければならない。そうした動機を持たすための一つの方法は，上位の管理者が下位管理者
の仕事を評価し，その評価に基づいて下位の管理者の賃金その他の人事案件の決定を下すようにする方法である。その結
果，最終的には賃金決定その他の人事案件は全て分権化されることとなり，最上位の管理者である中央計画当局は，その
直接的な管理下にある職員の人事案件のみを扱うことになる。それでも，もし資本所得が社会的に所有され，中央計画当
局が経済計画の最上位の部分の執行を決定するならば，こうした部分的に分権化された社会主義計画経済も社会主義計画
経済の一種と見做すことが出来るかもしれない。

2	 中国の社会主義市場経済
歴史的に見ると，純粋な形での社会主義計画経済は殆ど存在したことがない。強いて挙げれば，毛沢東時代の中国，ク

メール・ルージュ時代のカンボジア，北朝鮮等が比較的純粋な社会主義計画経済に近いと言えば言えるかもしれない。旧
ソ連やその衛星国は部分的に分権化されており，旧ユーゴスラビアはそれよりもさらに分権化されていた。現在の中国
は，さらに一層大幅に分権化された形となっている。
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1980年代以降，中国は徐々にしかし大幅にその経済を分権化させてきた。その結果，下位の経済的決定はほぼ分権化さ
れた。しかし，殆どの大企業は依然，国，地方政府或いは政府が所有する親企業が所有する企業であり，多くの資本は社
会的に所有されている。さらに，大企業の最高経営責任者は国によって指名され，最上位の部分の経済的決定は依然中国
共産党によってなされている。したがって，中国経済は大幅に分権化されたとは言え依然社会主義計画経済の一種である
と考えることも出来る。中国は自らの経済を「社会主義市場経済」と呼んでいる。大幅に分権化されたことから，純粋な
社会主義計画経済に近かった時代と比較して，一般労働者のイノヴェーションも遥かに多く生み出されるようになった筈
である。実際，ここ数十年の中国経済が高成長を続けられた理由の一つが，一般労働者の生み出したイノヴェーションの
増加である可能性は高い。科学的なイノヴェーションの量も同じように増加したであろう。さらに，中国と分権化市場経
済の国々との間の交易も大幅に増加したことに伴い，最新技術も数多く輸入されるようになったこともある。

しかし，最上位の部分の経済的決定が依然分権化されていないことから，イノヴェーション創出の誘因，動機付けが依
然として或る程度歪められている可能性が高い。このため，全体としての経済の効率性は，中国共産党の最上位の幹部の
能力とその方針の妥当性にかかっていると言える。もし中国共産党の最上位の幹部が有能で腐敗していないのであれば，
社会主義市場経済はその想定通り機能するかもしれないが，もし無能で腐敗しているならば，経済は大きく歪められるこ
とになるであろう。特に，中国のように民主主義でない国の場合には，腐敗は極めて大きな問題となる。腐敗の結果，無
視出来ない非効率性が経済に生まれ，仮令大幅に分権化されていたとしても，その経済の生産性が分権化市場経済より大
きく劣るままとなる可能性も高い。

1980年代以降，中国は長期にわたって高度経済成長を謳歌してきた。しかし，この高い経済成長率は必ずしも直ちに中
国の社会主義市場経済が分権化市場経済より優れていることを意味しない。近年の中国経済については，以下の三つの特
殊要因が存在することを十分に念頭に置く必要がある。第一に，この高度経済成長が，毛沢東時代の著しく生産性の低い
共産主義経済からより生産性の高い社会主義市場経済への移行に伴って現れた現象であることである。第二に，歴史的に
見て，資本蓄積が初期段階にある場合，多くの国で高度経済成長が観察されることである。例えば，日本，旧ソ連，その
他アジア新興経済国でそうした現象が生じた。第三に，閉鎖されていた市場を海外に大きく開放すると，その開放当初に
は高い経済成長がもたらされるということである。明らかに，上記の要因は中国の社会主義市場経済に限定されたそれ固
有の要因ではない。したがって，中国の高度経済成長が社会主義市場経済の優位性を証明するものではない。移行期経済
の段階が終了すれば，中国の高度成長も終わることになる。仮令その時点で他の分権化市場経済の国々よりも生産性の水
準が依然低くても高度成長が終わることが十分に有り得る。

注意すべき点は，中国では，消費のGDPに占める割合が分権化市場経済の国々より著しく低い状態が続いている点で
ある。さらに，一方で資本はより急速に，そして，恐らくより非効率な形で蓄積が進められてきた点も指摘出来る。この
ような特徴は，中国経済が旧ソ連のような形の社会主義計画経済の性質を色濃く残していることを示唆している。つま
り，高い経済成長が，大規模な国家による半強制的な貯蓄と資本蓄積の結果でもある可能性が高いことを意味している。
そのため，例えば，要素市場において様々な規制がなされ，それによって経済が大きく歪められてきた可能性がある。さ
らに言えば，過剰な資本蓄積が行われてきた可能性も高い。

旧ソ連の経済は，その生産性が分権化市場経済諸国よりも依然かなり低いままの状態であるにも関わらず，1960年代以
降停滞するようになった。本論文の結論に基づくと，この低生産性のままの停滞の大きな原因は，その経済が十分に分権
化されていなかったからであるということになる。中央集権化のために，一般労働者のイノヴェーションも，人々の需要
に対応する科学技術的なイノヴェーションも，僅かしか創出されなかった。現在の中国経済は，1970年代の旧ソ連経済よ
り遥かに分権化されている。したがって，中国経済は，高度経済成長の時期が終わった後でも，直ちに低迷することには
ならないかもしれない。さらに，旧ソ連とは異なり，中国は世界経済に対して開放されており，世界貿易機構にも加盟し
ている。したがって，中国が今後政治的に孤立しない限り，世界における技術進歩の成果を他の分権化市場経済諸国と同
様に享受することが出来るであろう。その場合には，世界における技術進歩率と同様な率で今後も成長を続けることは可
能かもしれない。しかし，一方で，実際にこれまで過剰な資本蓄積が行われてきたのであれば，その反動に長く苦しむこ
とになる可能性もある。

結論

20世紀後半に殆どの社会主義経済が崩壊，或いは，大幅に分権化されたものへと劇的に変化したことから，社会主義計
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画経済と分権化市場経済のどちらが優れているかという議論は殆ど消滅してしまった。しかし，実際のところ社会主義計
画経済は何故失敗したのか，その理論的な説明に関しては，必ずしも多くの人が納得するものは依然として存在していな
いのではないかと考えられる。現在，ハイエクが社会主義計算論争の勝者と考えられているが，その考え方がワルラス経
済学の枠組を超えるものであること，さらに，その説明が数式を用いない文章に基づくものであることから誤解されるこ
とも多い。本論文は，全要素生産性のモデルに基づくことで，ハイエクの考え方をより明確で誤解され難い形に再構成す
ることを試みたものである。

本論文のモデルは特にハイエクの「知識」に関する見方を反映したものであり，一般労働者の生み出すイノヴェーショ
ンに焦点を当てている。モデルの示すところでは，経済の生産性は，想定外の問題を解決するために一般労働者がその知
能を用いて生み出すイノヴェーションに本質的に依存している。分権化市場経済では，この一般労働者のイノヴェーショ
ン（ひいては，知能）は本質的に自然と活用され尽くされる。何故なら，それは一般労働者だけでなく，一般労働者のイ
ノヴェーション（知能）がもたらす収益機会を一切逃さないように必死になっている経営者にも多大な利益をもたらすか
らである。一方，社会主義計画経済では，想定外の問題及びそれを解決する一般労働者のイノヴェーション（知能）に
関する知識が中央計画当局に正確に全て報告，伝達され，中央計画当局がその知識の全てを十分に適切に処理出来ない限
り，十分に活用されることはない。しかし，このような報告，伝達さらには処理は実際上不可能である。したがって，モ
デルの示すところでは，社会主義計画経済の生産性は分権化市場経済よりも遥かに低いものとなってしまう。さらに，分
権化市場経済は，人々の需要に基づく科学技術的なイノヴェーションの創出に関しても同じく優位に立つことになる。た
だし，人々の需要に基づいて供給される訳ではない財・サービス（例えば，軍事技術）に関するイノヴェーションの場合
には，必ずしも分権化市場経済が優位に立っているとは言えない。

ハイエクとランゲの考え方における根本的な相違点は，一般労働者及び管理者をロボットのような存在と見るかイノヴ
ェーションを生み出し得る知的な存在と見るかという点にある。ランゲが社会主義計算論争で最終的に敗北した理由は，
そのモデルが経済の持つ極めて重要な側面の一つを完全に見落としていたからである。すなわち，一般労働者及び管理
者は人間であり等しく不完全な存在であるが，一方で人間である故に知性を有し，それを用いてそれぞれの現場において
日々数多くのイノヴェーションを生み出しているという重要な側面を完全に見落としていたからである。
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